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編集方針
　大阪大学の環境保全活動を体系的にまとめ、定期的に公表することで社会に対し説明責任を果たし、利害
関係者（ステークホルダー）の理解を得るとともに、大学構成員全体で協働により環境負荷提言活動を促進する
ための教育ツールとして活用することを目的としています。
　本報告書は、「環境情報の提供の促進等による特定事業者等の環境に配慮した事業活動の促進に関する法律
（環境配慮促進法）」に基づき、環境省の「環境報告ガイドライン（2007年度版）」、「環境報告書の記載事項等の
手引き」（第2版）を参考に作成しています。

■ 対象組織：国立大学法人大阪大学
■ 対象範囲：吹田キャンパス、豊中キャンパス、箕面キャンパス
■ 対象期間：2009年度（2009年4月～2010年3月）
参考にしたガイドライン等： 環境省「環境報告ガイドライン（2007年度版）」
 「環境報告書の記載事項等の手引き」（第2版）
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　大阪大学は、「懐徳堂」の自由な学問的気風や

「適塾」の先見性を精神的な柱として受け継ぎ、

1931年（昭和6年）に帝国大学として創設されま

した。以来、70余年の歴史を刻みつつ、常に世界

最先端を目指した教育研究を実践し、かつ人類

の知的水準の向上に寄与し続け、教育研究活動

を通じて社会の安寧と福祉、世界平和、人類と自然

環境の調和に貢献して参りました。

　今日の我々の生活は、エネルギー資源をはじめ

とする各種資源の利用により成り立つ資源消費

型のライフスタイルです。しかし経済・技術の発展

や生活水準の向上に伴い、これら資源の利用は

増大し、環境問題をはじめとする様々な問題は、

地球規模へと拡大しています。従来の大量生産・大量消費・大量廃棄の社会システム

から、循環型の持続可能な社会システムへの変革が、今まさに求められています。

　現代社会が抱え込む種々の問題は、かつてのように政治・経済レベルのみで対処

できるものではなく、また特定の地域や国家に限定して処理しうる問題でもありま

せん。世界規模での、あるいは地域における、文化への根源的な問いかけが必要です。

そして、それを認知し実行できるような、専門的知識・広い見識・柔軟なセンスを

身につけた人材を育成し輩出することが、大学が果たすべき重要な役割の一つで

あると考えます。

　大阪大学では国立大学法人として、教育研究活動を通じてその成果を社会に還元

し、国民と社会の負託に応えていく為にも、「地域に生き世界に伸びる」を基本理念

に、社会貢献をはじめとする責務を果たすべく、環境保護推進活動を重要活動の

一つと位置付け、持続可能な社会の構築を目指した取り組みを、今後一層進めて

参ります。
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総長からのメッセージ

国立大学法人大阪大学総長

世界水準の
研究の遂行

高度な教育の
推進

社会への
貢献

学問の独立性
と市民性

基礎的研究の
尊重

実学の重視

総合性の強化

改革の伝統の
継承

人権の擁護

対話の促進

自律性の堅持

豊
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な
人
材
を
育
成
し
、教
育
･
研
究
活
動
を
通
じ
て

持
続
可
能
な
社
会
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ま
す



大 学 概 要（2009年5月1日現在）

職 員 数

学 生 数

敷 地 面 積

学 校 名

所 在 地

設 立

総 長

国立大学法人大阪大学

大阪府吹田市山田丘1-1

1931年（昭和6年）

鷲　田　清　一
（2007年8月26日～）

２,８４６

２,２９９

３,０９３

2,877

2,369

3,146

２,４８５ ２,５４６

２,０７２

２,７５３

２,０２７

２,５１９

10,000

5,000

（年度）

（年度）

（人）

非常勤

教員以外

教員

博士後期及び博士課程
博士前期、
修士及び法科大学院の課程
学部学生

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000
（人）

2005 2006 2007 2008

2005 2006 2007 2008

2,953

2,513

3,244

2009

１２,１２５

４,２１１

３,６１４

１２,０１８

４,５５７

３,３６７

１６,３３９

４,７５７

３,２８４

16,204

4,850

3,187

2009

15,937

4,810

3,046

職員数の推移

学生数の推移

（年度）

豊中

吹田

箕面

500,000

1,000,000
（㎡）

2005 2006 2007 2008

251,203

589,706

251,283

592,058

251,283

605,278

62,290

258,581

606,091

62,290

2009

258,581

612,691

62,290

建物面積推移豊中地区 ： 445,851.08m2

吹田地区： 996,659.32m2

箕面地区： 145,125.08m2

中之島地区： 1,000m2

その他： 80,248.06m2

教員 ：2,953人

教員以外の職員 ：2,513人

非常勤職員 ：3,244人

学部学生 ：15,937人

博士前期、修士及び法科大学院の課程 ：4,810人

博士後期及び博士課程 ：3,046人

外国人留学生 ：1,455人

学 部 等 11学部、16研究科、5附置研究所、
21学内共同教育研究施設、
3全国共同利用施設等
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※2008年より箕面地区が加わりました



大阪大学では、環境方針に基づき
環境保全活動や人材育成に取り組んでいます

環境への考え方
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各部局等 省エネルギー推進組織

吹田地区
施設マネジメント連絡会

施設マネジメント委員会 専門委員会
環境安全委員会

総合計画室

豊中地区
施設マネジメント連絡会

各部局等 施設マネジメント推進委員会
各部局等 省エネルギー推進組織
各部局等 施設マネジメント推進委員会

箕面地区
施設マネジメント連絡会

各部局等 省エネルギー推進組織
各部局等 施設マネジメント推進委員会



目標達成に向け
今後も環境保全活動に努めます

環境目標と実績
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大阪大学環境方針に基づき、環境への影響が大きいと考えられる項目に対し、環境配慮の計画の策定が望まれ
ます。2009年度は下記の表に記載している内容について、取り組みを行いました。環境方針を計画的に達成
するため、項目や目標について、適時見直しを行い、環境保全に取り組んでいきます。

■2009年度の環境目標と実績

環境方針 項　　目 目　　標 実 績 等 掲載ページ

豊中　0.3%増
吹田　0.5%減
箕面　1.9%減

エネルギー使用量

産業廃棄物処理

化学物質の取り扱い

アスベスト対応

PCB対応

グリーン購入推進

廃棄物リサイクル

地域社会との連携

大学構成員（教員、
職員、学生）の
意識向上

学内への情報発信

電力使用量の前年度比
床面積原単位1%削減

マニフェストに基づく
管理の徹底

適正に実施

薬品データベースの更新

実施済

大阪府へ届出済

薬品管理システムの
運用の促進

大気汚染防止 大阪府、吹田市へ届出済みばい煙発生施設の
適切な運転管理及び
ばい煙測定等の実施

吹付け材の実態調査
および除去

適切な保管・管理

特定調達物品の目標
100%
※一般公用車以外

一般廃棄物の
リサイクル率向上

地域と協力して環境保
全に関する活動を行う

「第9回グリーンサステイナブル
ケミストリー賞文部科学大臣賞」受賞

豊中　52.1%（ー4.8%）
吹田　38.9%（ー1.7%）
箕面　27.0%（＋0.2%）

大阪大学環境報告書2009の公表
安全衛生講習会等の実施
省エネルギー活動の推進

目標達成

大阪大学環境報告書2009の公表
大阪大学公式HPの随時更新

P10-P11

P12

P12

P12

P12

P8

P13

P10

P17

P14

P16

周辺地域への情報
公開

周辺地域への情報発信

1
、法
律
等
の
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守

2
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境
負
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テ
ィ
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4
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境
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5
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辺
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と
の

情
報
の
共
有
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省エネルギーと
地球温暖化防止への取り組み
大阪大学では、エネルギー使用量の削減による地球温暖化防止に努めています。

環境パフォーマンス
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　大阪大学では、教育研究環境の質を低下させずに無
駄を排除する省エネ活動の推進を継続しています。エ
アコンの温度設定やこまめな消灯など、身近な取り組
みを全学に広め、大学構成員全体で省エネ活動を行っ
ています。また、太陽光発電の設置や照明器具及び空
調機の省エネ型への転換を進めています。2009年度
の電力使用量は2008年度に比べ、約0.6%増加となり
ました。また、原単位（㎡）あたりの電力使用量は、吹田
キャンパス0.3％削減、豊中キャンパス0.5％増加、箕
面キャンパス1.9％削減となりました。増加の主な要因
は、教育研究環境充実のため、新しい研究棟が整備さ
れたことや、研究活動の活発化により実験機器のエネ
ルギー使用量の増加によるものが考えられます。

　2007年7月より大学ホームページに「週間でんき予
報」を掲載しました。予報は過去の電力データー及び予
想最高気温を参考にして算出した一週間の予測電力
量を掲載し、「ワニ教授」が様々な表情で節電を呼びか
けています。

　2009年度のガス使用量は2008年度に比べて増加
しました。ガスは大部分を空調に使用しており、新しい
研究棟の整備等による空調面積が増えたことにより増加
したと考えられます。

5,000

10,000

（年度）

（千m3）

50,000

150,000

100,000

200,000
（MWh）

100

300

200

（kWh/m2）

2005 2006 2007 2008

（年度）
2005 2006 2007 2008 2009

箕面吹田豊中

８,５７７ 8,649

２７３

８,３０４

８,０５６
２５９

７,７９９

８,１２３
２４６

１３３

７,７４４

296

240

8,112

2009

9,245

270

267

8,708

豊中
吹田

使用量
使用量

原単位
原単位

箕面 使用量 原単位

１９６,３４１ １９４,６５８

３３,３９８

２８１.５

１５５.６

１６１,２６０

２００,０２０

３４,２９１

２８０.９

１５８.０

５７.３

１６３,９４３

１,７８６

204,878

34,903

166,806

3,170

３４,３８２

２８３.２

１５６.7

１６１,９５９

電力使用量合計

ガス使用量合計（都市ガス）

電気使用量削減のため
全学的な省エネ活動を行っています

ガス使用量も省エネ活動に
取り組んでいます。

51.6

大学教育実践センターのキャラクターとしておなじみの「ワニ教授」

282.9

156.3

206,269

34,978

168,179

3,112

50.6

282.4

157.1
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　2009年度のガソリン購入量は2008年度に比べ、約
554ℓ減少しました。天然ガス車やハイブリッド車の
導入、またキャンパス連絡バスの利用促進などの取組の
効果が現れ、ガソリン購入量は着実に減少しています。

　温室効果ガス排出量は、新しい研究棟の整備や実
験機器の充実によりエネルギー使用量が増加したこ
とや、2008年度から箕面キャンパスの排出量も加わ
ったこと、また、電力会社のCO2排出係数※が増大し
たことも加わり、2009年度の温室効果ガス（CO2）排
出量は2008年度に比べて約2％増加することになり
ました。
　2008年度から｢環境配慮契約法｣に基づく温室効
果ガス等の排出削減に配慮した契約（環境配慮法）を
実施すると共に、太陽光発電の設置や照明器具及び
空調機の省エネ型への転換を進め、温室効果ガス排
出量の削減に努めています。

８８,４２２
94,224

７３,６０７

８８,４７８

50,000

100,000

（年度）

（t-CO2）

2005 2006 2007 2008

96,109

2009

３,８５３
３,１９７ 2,917

2,473

（年度）

5,000
（ℓ）

2005 2006 2007 2008

1,919

2009

電力のCO2排出係数／使用した電力によるCO2排出量を算出するための単位電力量当たりの係数。
本報告書では、電力会社が毎年度公表する、販売電力量当たりのCO2排出量を採用しています。

ガソリン購入量

CO2排出量温室効果ガス排出量の削減に
努めています

天然ガス車の導入などで、
ガソリン購入量を削減しました
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廃棄物削減への取り組み
分別の徹底とリサイクルにより廃棄物削減に取り組んでいます。
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3,000

6,000
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（m3）

（年度）
200820072006

豊中 吹田 箕面

５,７８７ ５,７３４

１,６２５

４,０８３

２６

5,107

1,376

3,682

49

2009

7,781
126

7,487

168

１,７１３

４,０７４

4,000

2,000

（t）

60

30

（%）

（年度）
2005 2006 2007 2008 2009

豊中

吹田

排出量

排出量

リサイクル率

リサイクル率

箕面 排出量 リサイクル率

３,５７８

２,６１４

５５８

３６.４
３６.６

２,０５６

２,７８２

５７４

３８.７
３９.９

１５.２

２,１６０

４８

５４７

５０.６

３６.４

３,０３１

　2009年度の事業系一般廃棄物は2008年度に比
べ、約280t削減することが出来ました。しかし、リサ
イクル率についは、再資源化できないゴミの割合が増
えたことにより、2008年度に比べて、リサイクル率が
減少することになりました。また、再資源化できるゴミ
については100％リサイクルを行っています。大学と
しても積極的にゴミの減量やリサイクルに取り組ん
でいます。

　2009年度の産業廃棄物量は2008年度に比べ
2,674㎥増加しました。また「廃棄物処理法」に基づ
き、2009年度に交付された、マニフェストの交付等の
状況を大阪府知事へ報告しています。

廃棄物排出量を削減及び
再資源化に取り組んでいます

産業廃棄物についてもマニフェストの
交付状況を報告しました

2,592
531

56.9

40.6

26.8

1,984

77

2,311

444

52.1

38.9

27.0
1,799

68
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１１９
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９４

１４３

３１

１１２

１２９
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０

158

29

129

０

199

33

166

０

箕面豊中 吹田

箕面豊中 吹田

（年度）
2005 2006 2007 2008 2009

（年度）
2006 2007 2008

３６３.５
０.５

３６３

582
4

578

５５9
2

５５7

０ ０

2009

595
3

592

０

　2009年度の特別管理産業廃棄物は2008年度と
比べ、41t増加しました。特別管理産業廃棄物について
も、関係法令に基づき、大阪府知事へ報告しています。

　2009年度の感染性産業廃棄物は2008年度と比べ、
13t増加しました。附属病院での医療活動や、各部局
での実験・研究に伴う感染性廃棄物が排出されます。
これらの廃棄物についても、関連法令に基づき、厳格な
管理と適正な処理を行っています。

特別管理産業廃棄物について、
適正な管理と処理を行っています

感染性産業廃棄物（特別管理産業廃棄物）も
適正な管理と処理を行っています
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化学物質の適正な管理
大阪大学では法に基づき、化学物質を適正に管理するとともに排出量削減に努めています。

環境パフォーマンス
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　大阪大学では関連法令に基づき、化学物質の排
出量を把握し公表を行っています。自主管理を徹底

するとともに、地域の環境リスク軽減に努めています。

　飛散性アスベストについては、除去などの飛散防
止処置を適切に行っています。また、改修工事など
の際は、アスベスト含有の有無を調査し、含有する

場合は石綿障害予防規則（平成17年厚生労働省令
第21号）に基づき、適切に処置を行っています。　

　大阪大学薬品管理システム（OCCS）の運用から
6年が経過しすでに19万本を越す薬品が登録され
ています。大阪大学環境安全研究管理センターでは、
化学物質関連法規に重要な改正が行われた場合に、

全学に文書で周知すると共に、HP等からも情報開示
を行っています。また、平成22年度より改正される
PRTR法と大阪府条例に対応するためOCCSの集計
機能をバージョンアップする予定です。

　大阪大学では、PCB（ポリ塩化ビフェニル）を「ポ
リ塩化ビフェニル廃棄物の適切な処理の推進に関
する特別措置法（PCB特別措置法）に基づき、特定

の保管場所に適切に保管しています。保管している
PCBについては、大阪府へ届出を行い、法律が定め
る処理期限までに適切に処理します。

PRTR法※に対応した化学物質の排出量把握と届出を行っています

アスベストの適正処置を行っています

PCBは法に基づき適切に保管・処理を進めます

　大阪大学では、ボイラー等のばい煙発生施設18
基を設置し冷暖房用等に使用しています。主な燃料
は、硫黄分等の含まない都市ガスを使用し、低ＮＯx
バーナーの採用とバーナーの調整により窒素酸化

物（NOx）排出量の削減を図っています。ばい煙等
の測定は大気汚染防止法に基づき、定期的に実施
し大阪府及び吹田市に報告しています。

大気汚染防止

PRTR（Pollutant Release and Transfer Register）法／有害性のある化学物質の排出・移動量
を把握、集計し、公表する制度

■届出物質とその排出量・移動量・取扱量（Kg、有効数字2桁）
豊中キャンパス

12
アセトニトリル

70
0
0
0

190
1,800
2,100

95
クロロホルム

800
0
0
0
1,9

3,200
4,100

145
ジクロロメタン

440
0
0
0
1.3

3,300
3,800

227
トルエン

200
0
0
0
1.3

1,700
1,900

95
クロロホルム

650
0
0
0
3.3

4,600
5,300

145
ジクロロメタン

880
0
0
0
5.4

6,500
7,400

227
トルエン

59
0
0
0
3.3
990
1,000

吹田キャンパス
化学物質の名称と
政令番号

取扱量

イ． 大気への排出
ロ. 公共用水域への排出
ハ. 土壌への排出（ニ以外）
ニ. キャンパスにおける埋立処分
イ. 下水道への移動

ロ. キャンパス外への移動（イ以外）

排

出

量

移
動
量

（kg）

■薬品管理システムOCCSの現状
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省資源への取り組み
大阪大学では環境保全のため、省資源活動に積極的に取り組んでいます。
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（年度）
2005 2006 2007 2008

（年度）
2005 2006 2007 2008

500

400

300

200

100

500

1,000

1,500

（t）

（千m3）

321

370 371

2009

403

470

箕面豊中 吹田

２６７

２８

９６３

１,２５８

271

56

891

1,217

2009

179

53

702

934

１,０４５

３０６

１,３５１

１,１８１

２５３

１,４３４

　大阪大学では、環境に影響の少ない製品を優先的
に購入するグリーン購入・調達に取り組んでいます。
調達の推進を図るための方針を定め目標値には
100％を設定しています。目標設定を行う品目に

ついての調達実績は、鉱山保安法等により調達物品
が制限されたため一般公用車以外の自動車を除き
2009年度も100％を達成しており、可能な限り環境
への負荷の少ない物品等の調達につとめています。

配布文書の電子化を推し進め、
ペーパーレス化を図っています

さまざまな節水対策により
水使用量削減に努めています

グリーン購入・調達の100％を達成しています

　2009年度の水使用量は2008年度に比べて約23％
減少しました。建物の改修に伴い増加している自動水
栓やトイレの擬音装置、節水タイプのフラッシュバル
ブによる節水効果や、実験用冷却水の循環冷却装置の
導入の効果が着実に現れています。

　2009年度は昨年度に引き続き、大阪大学学内専用
ポータルサイトによる事務局から教職員への一般通
知を実施することにより、配布文書の電子化の推進を
図り、また各種会議資料、報告書等のWEB上で閲覧の
推進、コピー用紙の裏紙使用や両面コピーの利用促進
など紙使用低減に努めています。また2009年度の
紙類のリサイクル率は100％で、環境負荷を低減する
努力を行っています。

紙購入量

水使用量



安全･安心への取り組み

その他の取り組み

大阪大学では、学生や教職員の安全と健康に配慮した教育環境の整備に努めています。
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■ 平成21年度大阪大学春季安全衛生集中講習会の開催
　7月13日（月）～7月17日（金）にかけて、平成21年度
大阪大学春季安全衛生集中講習会を豊中・吹田・箕面の
各キャンパスで開催しました。本講習会は、安全衛生意
識の向上を図るとともに、事故・災害の発生の防止及び
健康の保持・増進を目的に毎年実施しているものです。
当初は5月に実施予定でしたが、新型インフルエンザの

流行を受け、7月に延期となりました。
　講習会では、全部局に共通する安全衛生管理の基本
や健康管理に関する講習科目の他、化学薬品、酸欠、核
燃料物質、高圧ガス、電気、レーザーといった様々な専門
的な事項に関する講習科目を開講しました。
　参加者は、全日程で約1,300名でした。

■ 平成21年度本部事務機構火災・地震総合訓練実施
　平成21年度本部事務機構火災・地震総合訓練を10月
13日（火）、本部事務機構職員約140名が参加して実施
しました。訓練は、消防法の一部改正に伴い、新たな消防
計画を作成し、その消防計画に基づき、本部事務機構の
本部共通棟３階北側人事課事務室湯沸室から火災が発
生したこと及び、エレベーターが非常停止し教職員等が
閉じ込められたことを想定し、「通報訓練」、「救出訓練」、
「消火訓練」及び「避難訓練」を行いました。

　引き続き、本部事務機構前庭にて「水消火器による初
期消火訓練」を行った後、本部事務機構玄関前にて「屋
内消火栓使用訓練」を行いました。訓練後、門田守人理
事から今回の訓練を踏まえて、今後は防火・防災に関し
て十分に対応できるようにしていきたいとの挨拶があり
ました。
　当日は天候にも恵まれ、参加者全員、最後まで熱心に
訓練に取り組んでいました。

■ 平成21年度大阪大学新入教職員安全衛生講習会の開催
　5月7日（木）、8日（金）コンベンションセンター・ＭＯ
ホールにおいて、平成21年度大阪大学新入教職員安全
衛生講習会を開催しました。本講習会は、新たに本学の
教職員となられた方を対象に安全衛生管理の基本的な
事項について理解を深めていただくことを目的に毎年
開催しているものです。
　学生生活相談室・太刀掛俊之准教授からは「労働安全

衛生法と本学における安全衛生管理」について、保健
センター・守山敏樹センター長と西田誠准教授からは
「健康管理」について、安全衛生管理部・山本仁教授から
は「実験系の安全衛生管理」について、それぞれ具体的な
事例を踏まえた分かりやすい説明がありました。
　参加者は、2日間で約430名でした。

■ 平成21年度大阪大学安全講演会の開催
　7月24日（金）医学部銀杏会館阪急電鉄・三和銀行
ホールにおいて、平成21年度大阪大学安全講演会を
開催しました。本講演会は、全国安全週間（7/1～7/7）
にあわせて毎年開催しているものです。
　今年度は東京大学総長補佐の大島義人教授をお招き
して、「誰のための安全か？」という演題でご講演を頂き
ました。大学という最先端の研究を行う現場、且つ教育
の現場でもある組織の中で、教職員として、そして学生
として、どのように安全について考えるべきか、そしてど
のように安全について取り組むべきか、などを具体的な
事例も交えてご講演頂きました。

　また、大島先生が会長を務めておられ、研究教育機関
における環境、安全、教育を考えるために日本全国の
大学関係者及び企業らと組織した「研究実験施設・環境
安全教育研究会（REHSE）」の活動状況もご紹介頂き、
安全に関する教育をより合理的、そして効果的に行うため
の方法、教材の紹介や、建物や部屋の設計も含め、施設面
で考えるべきこと、そして安全に関する研究などを紹介
頂きました。
　参加者は本学の教職員、学生を始め、他大学からの受
講者もあり、およそ100名程度でした。



教育･研究・課外活動
大阪大学では環境に関する教育・研究・課外活動に力を入れています。
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■ 中国石油天然気集団公司と大阪大学の産学連携に関する意見交換会
　2月25日（木）、中国石油天然気集団公司の章欣・外事
局局長以下6名の訪問団が来学され、医学部銀杏会館
2階会議室において西尾章治郎理事・副学長（産学連携
推進本部長）ならびに辻毅一郎理事・副学長（国際企画
推進本部長）らと面談しました。本学からは、西條辰義
社会経済研究所教授、下田吉之工学研究科教授から
環境管理・温室効果ガス削減分野に関する研究の御紹
介をいただいた他、兼松泰男産学連携推進本部イノベー
ション創出部長・教授、正城敏博産学連携推進本部総合
企画部長・知的財産部長・教授などが同席し、本学で
積極的に取り組んでいる環境分野全般の協議や今後の
協力関係構築についての積極的な意見交換が行われま
した。

■ 大阪大学体育会による学内清掃実施
　大阪大学体育会による毎年恒例の学内清掃が、運
動部37団体クラブ員76名により12月12日（土）に豊中
キャンパスで実施されました。学内清掃は普段、運動部
が練習で使用しているグラウンド等の体育施設周辺や

キャンパス内道路の落ち葉清掃及びゴミ拾いを行いまし
た。わずか数時間の作業で落ち葉などが一掃され、快適
なキャンパスとなりました。

■ 七大学環境安全担当副学長会及び七大学安全衛生管理担当者連絡協議会の開催
は今後も活動を継続し、七大学が連携・協力して、大学の
安全衛生管理の向上に向けて議論を進めてまいります。

　平成22年2月12日（金）医学部銀杏会館3階大会議
室において、七大学環境安全担当副学長会及び七大学
安全衛生管理担当者連絡協議会が開催されました。
　本協議会は、平成19年1月開催の七大学副学長懇談
会で、七大学間で情報交換を行い、大学の実態に即した
安全衛生管理体制、法制度等について提言をとりまと
めることを目的に設置が決定され、今回が第6回目の
開催となりました。本学からは、安全管理部の西田正吾
部長（理事・副学長）、山本　仁教授、富田賢吾講師、樽井
康員課長はじめ担当者が出席しました。
　今回は、これまでの本協議会における検討内容を中
間報告書にとりまとめ、七大学環境安全担当副学長に
お集まりいただき、答申することになりました。中間報
告書では、大学の安全衛生管理の現状と課題、現行法
令適用の問題点、望むべき安全衛生管理体制、大学間
連携の重要性等についての提言を盛り込んでいます。
　中間報告書の内容は、七大学を通じて各地区の国立
大学にもお伝えすることにしています。また、本協議会

七大学環境安全担当
副学長会の様子

意見交換会の様子

開会の挨拶を述べる
西田正吾・安全衛生管理部長
（理事・副学長）
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■ 理学研究科・理学部消防訓練実施
　理学研究科・理学部において、11月12日（木）13時30
分から消防訓練を実施しました。
　この訓練は、例年、秋季全国火災予防運動に因んで行
っているものであり、併せて、化学科3年生の化学実験の
授業の一環として行っているものでもあります。
　今回行った訓練は、まず避難訓練としてＨ棟の最上階
にあるセミナー室が出火したことを想定し、火災報知器
が作動したあと、非常放送の流れる中、実際の119番通報
も行い、担当者の避難誘導に従って屋外へ避難し、同時に
出火元の初期消火訓練を行いました。
　手際よく避難誘導、初期消火が行えたため、短時間で全
員の避難が完了しました。
　このあと場所を移して、消火栓を使った放水訓練、模擬
火災を起こしての消火器を使った初期消火訓練及び教育

ビデオを用いた講習を行いました。
　参加した教職員・学生約400名は、万が一の備えとして、
これらの内容について真剣に取り組みました。

■ 省エネルギー活動の推進
　省エネルギーの一層の推進を図るため、施設マネジメ
ント委員会においては、各部局の電力使用量の把握・分
析を行うとともに、使用者の省エネルギー意識の向上を
図るためポスターを作製、配布して省エネ意識の啓発に
努めています。また、毎年６月に省エネ推進会議を開催
しています。各部局においては自主的な省エネ推進組織
の設置、省エネ計画の策定など組織的な省エネ活動を展
開しています。
　6月23日に吹田・箕面地区および豊中地区で開催さ

れた省エネ推進会議は今年で4回目を迎えました。各部
局の省エネルギー担当者に出席いただき、各部局におけ
る省エネ取組み状況について報告、今後の省エネ活動
推進のための情報交換を行いました。これまでは部局の
努力も含め無駄の排除を行ってきましたが、研究教育の
発展に伴いエネルギー使用量は増加する傾向となって
おり、これからは無駄の排除は引き続き推進しながら、
「省エネ機器への転換」を視野に入れた具体的な方策を
考える時期に来ているとの説明を行いました。

■ 蛋白質研究所で環境美化実施
　蛋白質研究所では6月25日と12月18日に院生、教職
員の参加による蛋白質研究所周辺の清掃、除草を実施し
ました。両日とも80名程度が参加し約90分にわたり
清掃や除草作業に精を出しました。この清掃、除草で
約200kg近くの廃棄物が集まり、廃棄物は分別を行い、

身近な環境への取り組みを再認識する機会となりまし
た。普段はなかなか交流する機会がありませんが、様々
な人たちとコミュニケーションが取れ、有意義な取組み
となりました。

■ 生協ではペットボトルや紙コップなどワンウェイ容器の回収を推進しています
　大阪大学では、ワンウェイ容器の回収に取り組んでい
ます。デポジット制を導入しているペットボトルの2009年
度回収率は50％と2008年度より回収率が落ちていま
す。また、紙カップ回収率は83％と昨年度と同程度とな
りました。

　PETボトルリサイクル推進協議会によれば、国内の回
収率は77％を越えており、これに追いつくことを目標に、
また紙カップについては回収率の低い場所での個別プロ
モーション等を行うことで回収率の増加を目指して取り
組みを継続・発展していきます。
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学内での取り組み

その他の取り組み

学部や生協でも独自のさまざまな取り組みを行っています。

二酸化炭素消火器による初期消火訓練の風景
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■ 基礎工学研究科 真島和志教授・大嶋孝志准教授
「第９回グリーン・サステイナブル　ケミストリー賞　文部科学大臣賞を受賞」

　基礎工学研究科・物質創成専攻・機能物質化学領域の
真島和志教授と大嶋孝志准教授（現九州大学薬学研究
院教授）が、2009年度の第9回グリーン・サステイナブ
ル　ケミストリー賞　文部科学大臣賞を受賞しました。
この賞はグリーン・サステイナブル　ケミストリー　
ネットワークが、2001年より日本におけるグリーン・サ
ステイナブル　ケミストリーの推進への貢献に対して
授与する賞であり、特に学術の発展・普及に貢献した優
れた業績に対して文部科学大臣賞が授与されるものです。
　受賞した真島教授と大嶋准教授の業績は、「多核金属
クラスター触媒による環境調和型直接変換反応の開発」
であり、亜鉛イオンを4個含む亜鉛四核クラスター触媒
を新規に開発し、従来目的物に対して当量以上の廃棄物
を生じていたエステル化反応や複素環構築反応などの
合成プロセスを、副生物が水や低級アルコールのみとな
る環境調和型の合成プロセスへと変換することを可能
にした研究が、グリーン・サステイナブルケミストリーへ

の貢献が大きいと評価されました。
　表彰式は今年3月4日に東京の如水会館にて行われ、
賞状と楯が贈られました。また、3月5日の第10回GSC
シンポジウムにおいて真島教授が受賞講演を行いました。

■ 環境美化への取り組み
　本学では、環境美化への取り組みの一つとして、平成
20年度の吹田キャンパスを皮切りに、平成21年度から
は豊中キャンパスに用務補佐員を採用し、主としてキャン
パス内の清掃業務を行う「エコレンジャー」制度を導入
しています。
　加えて、平成22年度からは、箕面キャンパスにも新たに
用務補佐員と業務支援者を採用する予定です。

　また、吹田キャンパスではこれまでの業務に加え、「花卉
（かき）による大阪緑化」をテーマに、園芸作業を専門的
に行う園芸チームとして用務補佐員5名と業務支援者
２名を新たに採用し、除草・芝刈り作業（将来は花壇作り
も行う予定）に従事しています。さらに豊中キャンパス
では自転車駐輪整理チームが発足し、新たに採用された
用務補佐員３名が従事しています。

　21世紀懐徳堂主催、第3回植物探検隊を5月29日（土）、
6月5日（土）に豊中キャンパスで開催。里山の自然がそ
のままの状態で残されている待兼山を散策し、植物観察
を行いました。参加者は一般公募による1日目27名、2
日目23名。講師は『キャンパスに咲く花』（大阪大学出版
会）の編著の一人、栗原佐智子さんを迎えました。
　阪大坂の階段から待兼山へ。順次目に入る植物につい
て類似植物や雌雄の見分け方など講師の解説を聞きつ
つ、参加者は熱心に写真を撮ったりメモしたり。途中、博
物館へ立ち寄り、常設展「待兼山に学ぶ」を見学。復路は

舗装された散策路を外れ、高く茂った草をかき分け落ち
葉を踏みしめ進む、一般公開はされていない「探検隊」な
らではのルートをとりました。
　後半は21世紀懐徳堂ギャラリーでトークセッション。
人を心地よくさせる樹木の成分、他種の育成を抑制する
成分、昆虫と植物の共生などについて講義を受けました。
「植物の名を5種類覚えることができた」とおっしゃる
植物入門者から、使い込んだ植物図鑑持参の上級者
まで「少人数で説明が聞きやすく時間配分もよかった」
と満足な評価をいただきました。
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地域社会への取り組み
開かれた大学をめざし、地域社会との連携を深めています。

■ 豊中キャンパスで里山散策。「第3回植物探検隊＠初夏の待兼山を訪ねて」

文部科学大臣賞を受ける真島教授（中）と大嶋准教授
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掲載ページガイドライン項目
■環境省「環境報告ガイドライン（2007年度版）」対照表

P3

P2、P4、P19

P2、P4、P19

P2、P4

P4

P6、P7

P6、P7

P6

P7

P5

P5

P5

P12

—

—

—

P13

—

—

—

P17

P14～P17

—

P7～P9

P7、P13

P7、P13

—

—

P7、P9

P12

P12

P7、P10、P11

P7

—

P14～P17

BI-1　   経営責任者の緒言

BI-2　   報告にあたっての基本的要件

BI-2-1    報告の対象組織・期間・分野

BI-2-2   報告対象組織の範囲と環境負荷の捕捉状況

BI-3　   事業の概況（経営指標を含む）

BI-4　   環境報告の概要

BI-4-1   主要な指標等の一覧

BI-4-2   事業活動における環境配慮の取組に関する目標、計画及び実績等の総括

BI-5　   事業活動のマテリアルバランス（インプット、内部循環、アウトプット）

MP-1　 環境マネジメントの状況

MP-1-1 事業活動における環境配慮の方針

MP-1-2 環境マネジメントシステムの状況

MP-2　 環境に関する規制の遵守状況

MP-3　 環境会計情報

MP-4　 環境に配慮した投融資の状況

MP-5　 サプライチェーンマネジメント等の状況

MP-6　 グリーン購入・調達の状況

MP-7　 環境に配慮した新技術、DfE等の研究開発の状況

MP-8　 環境に配慮した輸送に関する状況

MP-9　 生物多様性の保全と生物資源の持続可能な利用の状況

MP-10   環境コミュニケーションの状況

MP-11   環境に関する社会貢献活動の状況

MP-12   環境負荷低減に資する製品・サービスの状況

OP-1     総エネルギー投入量及びその低減対策

OP-2     総物質投入量及びその低減対策

OP-3     水資源投入量及びその低減対策

OP-4     事業エリア内で循環的利用を行っている物質量等

OP-5     総製品生産量又は総商品販売量

OP-6     温室効果ガスの排出量及びその低減対策

OP-7     大気汚染、生活環境に係る負荷量及びその低減対策

OP-8     化学物質の排出量、移動量及びその低減対策

OP-9     廃棄物等総排出量、廃棄物最終処分量及びその低減対策

OP-10   総排水量等及びその低減対策

環境配慮と経営との関連状況

社会的取組の状況

基本的情報：BI

オペレーション指標：OPI

社会パフォーマンス指標：SPI

環境マネジメント指標：MPI

環境効率指標：EEI
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編集後記
　大阪大学の2009年度の環境保全活動を紹介するため、大阪大学環境報告書2010
を発行しました。
　報告書の作成にあたっては、より多くの皆様に大阪大学の取り組みを理解していた
だけるよう、親しみやすい紙面を目指しました。皆様のご意見やご提案を参考に、今後も
見直しを重ね、報告書だけでなく環境保全活動の質を高めることができるよう、継続して
取り組みを進めていきます。
　本報告書の作成にご協力いただきました学内外の関係者の皆様には、この場を借りて
心よりの感謝を申し上げます。






